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安倍元首相の「国葬」に反対し、学校現場への要請等を実施しないことを求める申し入れ 

 

 岸田政権は、参院選の遊説中に銃撃によって亡くなった安倍晋三元首相について、「国葬」

によって弔うことを閣議決定した。 

 これまで歴代の首相・元首相等の際には内閣・自民党の「合同葬」として実施されてきた

中、国葬は戦後２例目にあたり、安倍氏の扱いを異例にしている。その理由について岸田首

相は、憲政史上最長期間で首相を務めたことや、さまざまな分野での実績等をあげている。

しかし、安倍元首相の政治的評価については、国民の間で分かれており、そのため世論調査

でも「反対」５３％に対して「賛成」３０％（毎日新聞）と反対の声が広がっている。また、

「国葬」は国民に弔意を強制し、憲法２０条（信教の自由）との関係で思想・信条の自由を

侵す危険性があると批判されている。こうした世論を受けて、政府は先月２６日の閣議決定

で、地方自治体や教育委員会への協力を求めないとされたが、その詳細は明らかにされてい

ない。 

 さらに国は、吉田元首相の国葬後、国葬について「法令の根拠はない」としてきた。その

立場も覆しているにもかかわらず、野党が求めている臨時国会開会もいまだ実現していな

い。こうした中、反対世論を封じて国葬を強行することは許されない。 

 こうしたもとで西脇知事が、８月の会見で国葬について「憲政史上１番長く総理大臣とい

う重責を務められ、海外からの評価も受けている」ため「妥当だと思っている」と発言した

ことは、岸田政権と同様の主張で問題を認識していないもので大変重大である。 

 以上のことから、府教育委員会におかれては安倍元首相の「国葬」に反対し、実施された

としても各学校・施設への要請等、弔意の強制を実施しないこと。また現場で弔意の強制が

おこらないよう徹底することを求める。 

以上 

 


